
　頁
貸借対照表 ･･････　２

            

損益計算書 ･･････　３

注記事項 ･･････　４

令和元年６月２６日

ガルバテックス株式会社

第２２期

自　平成 ３０年 ４月　１日

貸借対照表および損益計算書

至　平成 ３１年 ３月３１日

―　1　―



      　貸  借  対  照  表  

　　           平成31年 3月31日現在        (単位：円）

     科         目 金      額      科        目 金     額

       

1,936,689,060 1,137,921,553

  2,391,395   618,938,763

1,613,737   15,000,000

  652,828,731   72,610,010

  4,986,982 　 79,505,784

  45,759,364 　 13,377,700

  422,858,712   267,416,412

  38,111,991   12,992,543

  5,005,873 37,937,300

  763,050,543 9,315,648

  81,732 10,827,393

1,636,001,745 678,757,993

 1,421,262,690   416,262,345

  831,846,651   42,240,000

  42,847,949 　 155,348,068

  52,795,158 　 23,091,480

  1 　 9,066,100

  29,723,214 　 32,750,000

398,087,572

30,006,600

35,955,545 1,816,679,546

 1,375,070

  1,375,070 1,756,011,259

  　 400,000,000

 213,363,985  　 250,000,000

  8,000,000   　  20,000,000

  512,680   　  230,000,000

  204,567,905  　 1,106,011,259

  17,083,400   　  68,663,400

▲ 16,800,000     1,037,347,859

550,000,000

487,347,859

 　純　資　産　合　計 1,756,011,259

   資  産  合  計 3,572,690,805    負債及び純資産合計 3,572,690,805

そ の 他 の 固 定 負 債

土 地

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

建 設 仮 勘 定

資 本 金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産 ( 固 定 ）

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 投 資 等

預 け 金 リ ー ス 債 務 ( １ 年 以 内 )

そ の 他 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

負 債 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

工 具 器 具 備 品

工 場 閉 鎖 損 失 引 当 金

Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

リ ー ス 債 務 ( １ 年 超 )

未 払 費 用

未 収 金 預 り 金

前 払 費 用 未 払 消 費 税

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 短 期 借 入 金

売 掛 金 連 結 納 税 親 会 社 未 払 金

製 品 未 払 金

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

―　2　―



       (単位:円)

          科              目          金            額

      3,790,140,999

      3,518,486,073

　 271,654,926

     95,370,145

      　 176,284,781

      

          受取利息及び配当金 26,001

          そ の 他 の 収 益 174,145,959 174,171,960

      

          支 払 利 息 8,789

          そ の 他 の 費 用 41,340,287 41,349,076

 309,107,665

 309,107,665

　 59,341,262

20,303,804

 229,462,599

売 上 総 利 益

販売費 及び 一般管理費

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

損  益  計  算  書

売 上 高

自  平成30年 4月 1日

至  平成31年 3月31日

売 上 原 価

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等 調 整 額
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 有価証券の評価基準及び評価方法は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち

時価のないものは移動平均法による原価法をとっています。

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法は、以下のとおり。

　製品　総平均法による原価法

　　　　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

　仕掛品

　　加工製作品　 個別法による原価法

 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

　　その他 総平均法による原価法

 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

　原材料及び貯蔵品　移動平均法による原価法

 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

３． 無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却の方法は、定額法によっています。

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっています。

４． リース資産の減価償却の方法は、以下のとおり。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

５． 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

６． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込額に基づき当期に発生して

いると認められる額を計上しています。

７． 役員退職慰労引当金は、役員の退職金支給に備え内規に基づく期末要支給額の１００％を計上しています。

８． 工場閉鎖損失引当金は、鋼管めっき事業の生産拠点再編および構造物めっき事業停止に伴い、今後発生が見込ま

れる金額を計上しています。

９． ＰＣＢ処理引当金は、ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)の廃棄処理に備えるため、当期末における処理費用見込額を

計上しています。

１０． 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

貸借対照表に関する注記

１． 有形固定資産の減価償却累計額 円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。

２． 関係会社に対する短期金銭債権 649,070,210 円

３． 関係会社に対する短期金銭債務 17,677,342 円

損益計算書に関する注記

１． 関係会社に対する売上高 円

２． 関係会社からの仕入高 14,880,000 円

３． 関係会社との営業取引以外の取引高 1,680,000 円

株主資本等変動計算書に関する注記

１． 当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式　　　1,260,000 株

２． 配当に関する事項

基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当年度末後となるもの

2019年3月31日
2019年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 230,000,000 182.54

効力発生日

2019年6月26日

8,807,400,822

3,741,391,347

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(円)
１株当たり
配当額(円)

基準日
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税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金繰入限度超過額、減損損失、工場閉鎖損失引当金等である。

金融商品に関する注記

１． 金融商品の状況に関する事項

　資金運用については短期的な預金およびＪＦＥホールディングス株式会社とのＣＭＳに限定している。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク軽減を図っている。

２． 平成３１年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりである。

（単位：円)

　(※)負債に計上されているものについては、(　)で示している。

　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)預け金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　(4)買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　(5)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 １,３９３円６５銭

　１株当たり当期純利益 １８２円１１銭

(5)短期借入金 (15,000,000) (15,000,000)

(3)預け金 763,050,543 763,050,543

(4)買掛金 (618,938,763) (618,938,763)

(1)現金及び預金 2,391,395 2,391,395

(2)受取手形及び売掛金 654,442,468 654,442,468

貸借対照表計上額 時価(※)

(※)

差額

－

－

－

－

－
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